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本テーマの背景・目的

• イノベーションの実現とシステム全体の安全性のバランス

• 自動運転などの新技術の導入によるイノベーションの加速が期待されている一方、それらは「System 

of Systems (SoS : 複数の独立したシステムが一つの巨大なシステムのように振る舞う

際の系全体を捉える概念）であり、事故/ヒヤリハットのようなリスクの原因を事前に特定し、その発生

を予見/防止することは非常に困難（「未知の危険」 と背中合わせ）。

• 「未知の危険」が生じてしまうことを前提として、社会が許容可能な安全性基準をマルチステイクホルダー

でアップデートし続ける仕組みづくり （⊇EU Joint Standard: 利用する企業のガバナンスも規定）

新技術の社会実装＝技術的ブレイクスルー＋制度設計＋社会受容性/行動変容
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本テーマの背景・目的
① ステイクホルダー（特にイノベーター）の責任のあり方を再設計する

• 日本：特区にて実証実験しても社会実装されない（例：事故⇔結果回避義務違反 重視）

• 欧米：行為責任 ⇔ ソフトロー（例：国際標準）準拠 ⇒ 損害賠償請求免責、公的補償

 改善に資する情報開示・共有・対策 ⇒ 訴追延期合意

従来：①（既知の安全）の領域を広げていく 
⇔ 技術的な予知保全（例：ISO26262, 21448；SOTIF）を
講じて ③（未知の危険）の可能性を減じても、一旦、可能性が顕
在化してしまうと、事故の結果回避義務違反を重視する日本では、イ
ノベータに過度の負担。

出典）『アジャイル・ガバナンスの概要と現状：Governance Innovation vol. 3』 より。

出典）『ISO 21448 SOTIF (2022)』 より。



4

本テーマの背景・目的

② 社会的受容のあり方を再設計する

出典） 「第6回 システム オブ システムズの安全性・信頼性確保に向けたガバナンスの検討 事務局資料」 Copyright © 2021 IPA

出典）報告者撮影



本テーマの概要

大阪いばらきキャンパスで実証実験

複数の自律移動ロボットが走行

事業概要

• 自律移動ロボットの運用データを収集・管理・共有するデータ連携プラットフォーム（アジャイルガバナンス・プラットフォーム）を開発し、キャンパス
での実証実験を通じて、有効性を検証する。また、マルチステークホルダーによるアジャイル・ガバナンスの方法を研究・導入を図るために、ソフト
ロー（SoS運用ガイドライン）の作成や行政組織の設置、社会受容性を醸成する仕組みを構築する。

• 更なる複雑化が予想されるSoSにおけるシミュレーションの省力化（自動化）に向けて、複数のロボットや異なる管制システムのシミュレータを
連成させた横断型のシステム連成シミュレーション技術を試作し、実証する。
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実施体制
研究協力体制実施体制

事業統括

・ 一般社団法人
 組込みシステム技術協会

(JASA)
・ 国立研究開発法人
 宇宙航空研究開発機構

(JAXA)

② SoSの安全性・信頼性評価の省力化を実現する

横断的な「シミュレーションPF」

研究協力体制WG体制

【研究開発統括責任者】

・プロジェクトマネージャー
徳田 昭雄（立命館大学）
・サブマネージャー
荒川 明夫

（立命館大学 OIC総研DSRセンター/ 
DADC）
・サブマネージャー
 上原 哲太郎

（立命館大学 情報理工学部）

学校法人立命館 研究部（OIC）

事務局

学校法人立命館 財務部／総務部

法人／施設管理

・ アスラテック株式会社
・ 国立研究開発法人
 産業技術総合研究所
・ 宇宙サービスイノベーション
 ラボ事業協同組合 

(SSIL)

・ Kollect京都法律事務所
・ 一般財団法人
 日本品質保証機構 

(JQA)
・ 株式会社クレオテック

・GL 冨山 宏之（立命館大学理工学部）
・孔 祥博（立命館大学理工学部）
・岡田志麻（立命館大学理工学部）
・ 《再委託》株式会社ネクスティエレクトロニクス

①-C：社会的受容を醸成する「デジタル共創技術」
・GL  後藤 智（立命館大学 経営学部）

①-B：SoS運用「ガイドライン」
・GL 稲葉 光行（立命館大学 政策科学部）
・山田 希（立命館大学 法学部）
・大場 光太郎（立命館大学 総合科学技術研究機構）
・日原拓哉（大阪大学 社会技術共創研究センター）

① SoS運用データの収集・管理・共有および社会受容性に配慮した横断的 

「アジャイル・ガバナンスPF」 事業統括兼 ・GL 徳田昭雄 ・上原哲太郎

①-A :「アジャイル・ガバナンスPF」
・GL 山本 寛（立命館大学 情報理工学部）
・《再委託》ソフトバンク株式会社

アドバイザリー

白坂成功（慶応 SDM研究科）
稲谷龍彦（京都大 法学研究科）
江間ありさ (東京大 国際高等研究所）
菅沼賢治（DADC）
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実施項目ごとの目標と根拠
実施項目 概要 目標 根拠

① SoS運用データの収集・管理・共有及び社会受容性に配慮した横断的な「アジャイル・ガバナンスPF」

①-A :「アジャイル・
ガバナンスPF」

SoS運用時のデータ収集・管理・解析・共
有が可能となるシステムの構築

1. 安全運行やAGを行う上でのデータ取得タイミングや
頻度の研究

2. 事故・ヒヤリハット発生後の検証を効率化する仕組
みの研究

3. 社会受容性を醸成するデータ取得・公開方式の研
究

従来のシステムでは、事故発生時の原因特
定への対応が困難であり、事業者の対応コ
スト、、責任追及の負荷が高く、SoSに適す
るシステムの構築が必要なため。

①-B：SoS運用
「ガイドライン」

エリア特性・社会受容性を踏まえたソフト
ローの規定（SoSガイドライン）の作成と
運用スキームの構築

1. SoSガイドラインの作成
2. ガイドライン運用マニュアル整備
3. ガイドライン普及

SoSに適したアジャイルガバナンスを適用・運
用するためのソフトロー（SoSガイドライン）
の導入が必要なため。

①-C：社会受容
性を醸成する「デジ
タル共創技術」

ユーザを含むマルチステイクホルダを包括し
た社会受容性の醸成

製品やサービスのリスク及び価値のバランスよい評価の
仕組みの開発

SoSから生みだされるイノベーションの価値とリ
スクのバランスを図り、他国に比して危険回
避的なリスク選好の社会風土と制度を変え
ていく必要のため。

② SoSの安全性・信頼性評価の省力化を実現する横断的な「シミュレーションPF」

複数システムを連成したSoSシミュレータに
よる安全性・信頼性評価の実施

シミュレーション関連の以下3点の開発
・ 送受信コンフォーマンステスト環境
・ 事故再現環境
・ テストシナリオ検証環境

SoSの安全性・信頼性評価等が膨大且つ
高頻度になっていくことが想定され、省力化
が重要になってくるため。

③ 立命館版ガイドライン及びリビングラボ運用に向けて

ソフトローの規定（SoSガイドライン）に基
づくアジャイルガバナンスの実施体制整備と
その運用

アジャイルガバナンスに基づくテストベッドの構築と運用

従来のガバナンスでは、原因特定への対応
かが困難であるため、SoSに適したアジャイル
ガバナンスの導入が必要なため。
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研究開発スケジュール

立命館版

ガイドライン

運用

要件定義・検討・運用 運用

運用に

向けて 運用

（テストを含む）

評価

検証

改善リビングラボ

運用

事故・インシデント

管理手法

の策定

事業管理手法

の策定

25年度

2024/10/下旬

テスト運用開始

2024/12/下旬

実運用開始
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実施項目ごとの目標達成状況
実施項目 目標（2025年3月） 成果（2025年3月） 達成度 達成の根拠／解決方針

① SoS運用データの収集・管理・共有及び社会受容性に配慮した横断的な「アジャイル・ガバナンスPF」

①-A :「アジャイ
ル・ガバナンスPF」

1. 安全運行やAGを行う上でのデータ
取得タイミングや頻度の研究

2. 事故・ヒヤリハット発生後の検証を
効率化する仕組みの研究

3. 社会受容性を醸成するデータ取
得・公開方式の研究

次の3点が可能になった。
1. データ信頼性の定義/データ確保/管理
2. 事故やヒヤリハット発生時の短時間による状

況推定
3. 配送サービスに対する主観データ解析による

サービスの社会受容性評価

〇

次の3点が完了しているため。
インシデント発生の検証機能について可視化用のイン
タフェース開発、ロボット・人の精度評価およびインシデ
ントを検知する基準の設計、任意のエリア毎にインシ
デントを検知する基準を設定できる機能の開発。

①-B：SoS運用
「ガイドライン」

1. SoSガイドラインの作成
2. ガイドライン運用マニュアル整備
3. ガイドライン普及

1. 2度の更新を経てVer 3.0が完成
2. チェックリスト及び運用マニュアル完成
3. 普及動画の作成とアウトリーチ実施 〇

ガイドラインの作成と、それに基づくガバナンスの運用が
首尾よく図られたため。また、アジャイルガバナンスの効
果や意義についての普及活動を開始できたため。

①-C：社会受容
性を醸成する「デ
ジタル共創技術」

製品やサービスのリスク及び価値のバラ
ンスよい評価の仕組みの開発

ユーザの主観データからサービスに求められる
価値とリスクを評価し、ステークホルダにフィード
バックする手法の開発が完了した

〇

便益・リスクを推定するVSN（Value Structuring 
Notation）と、そこから推定された結果を人々に共
有・共感を得るための仕組みとして定義・開発・実装
することが出来たため。

② SoSの安全性・信頼性評価の省力化を実現する横断的な「シミュレーションPF」

シミュレーション関連の以下3点の開発
・ 送受信コンフォーマンステスト環境
・ 事故再現環境
・ テストシナリオ検証環境

• 事故原因調査の作業をシミュレータに置き換
え、実機評価テスト項目を削減できた。

• テストシナリオによるシミュレーションによりSoS
の安全性関連の実機評価テスト項目を削
減できた。

〇

目標に対してテスト項目の削減を検証することができ
たため（項目数比 24％以上）。シミュレータ連携
によるシミュレーション位置精度が高まったため（演算
周期 0.1 S：10ｍ/Sの移動体）。

③ 立命館版ガイドライン及びリビングラボ運用に向けて

アジャイルガバナンスに基づくテストベッ
ドの構築と運用

担当行政部署を設置し、ガイドラインに基づき
アジャイルガバナンスを実現するスキーム完成。
実運用を前倒し実施。

〇 プレ商用運用により2度のループを回しガイドラインの
更新を図れたため。実運用については、2024年度
(M社)の利用がによる運用ができたため。
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実施項目①の成果と意義
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実施項目①の成果と意義

課題
• ⇔ロボット事業者に対する便益を明確化し、プラットフォーム/ガバナーへの積極的なデータ提供を促す仕組み

（補償・賠償／免責・減免／保険）の検討
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実施項目②の成果と意義
• 複数の自律分散型ロボットを検証する①SoSシミュレータを「モデル流通PF」を活用し実現
• 導入ロボットの情報連携機能搭載について②コンフォーマンステストと共に、各種ログからシミュレーション

環境上で③事故再現方法を具体化
• 安全性・信頼性評価手法はロボットの業界で確立したものが無い為、自動車産業を参考に整備

❶SoSシミュレータ（NEXTY モデル流通プラットフォーム）

[分散・連成シミュレーション機能]

外界空間
シミュレータ

マルチモビリティに対応したシミュレーション

ドローン サービスロボット

キャンパスのデジタルツイン化

外界モデル

⚫ 交通流観測データ等を基にした
安全性評価用シナリオ

⚫ 自動運転安全性評価シナリオのオー
プンデータベース。自律移動ロボット
に向けた検討の情報交換を計画

⚫ 自動化システムのデータ国際標準
化 OpenODD, OpenDRIVE, 
OpenSCENARIO等

エゴ
ロボット

運行管理
システム

自律移動ロボット
（制御ロジック）

参考取組

制御モデル

SoSシミュレータのアーキテクチャイメージ

⚫ 自動車技術を活用・応用したドローン
の制御ソフトの開発や安全性確保

⚫ ドローン空路シミュレーション
/UTM

自
動
車
（自
動
運
転
）

ド
ロ
ー
ン

実
現
イ
メ
ー
ジ

シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
構
成

物理特性
シミュレータ
（調査）

ロボット実機
（可能性検討）

外界コネクタ

[モデル棚機能]
デジタルツインシミュレータ

実
情
報

3D地図
情報

ロボット
諸元

センサ用
物理情報

ロボット
ソフトウェア

運行管理
システム

統合管制
システム

※各実情報の整備状況

により、簡易的な模擬
データを試作する。

ロボット実機

❷コンフォーマンステスト

テスト用
ログデータ

❸事故再現

キャンパス導入ロボット大阪いばらきキャンパス

テスト
シナリオ

物理特性コネクタ 実機コネクタ

ロボット/運行管理制御システム

運行管理コネクタ制御モデルコネクタ

ロボット
ガイドライン

ソフトロー



実施項目②の成果と意義

人による作業からミュレーションへの置き換えによる省力化 複数の自律移動体の信頼性の確認に要する莫大な
パターンの試験をシミュレーションで省力化

課題
• 今後、サービスロボットやドローンなどの自律移動体を色々な組織や団体に普及させる為には、ASILのような安全規格、 複数の移動体

システム間の情報授受の基準や標準が必要であり、それらの検討や管理できる公益な団体の設立もしくは参加が必要である。 13



事業化の戦略・具体的取組：Beyond 立命館 OIC リビングラボ

照明

空調
電気 カメラELV 学生

ロボット

”Campus as a Service”

フィードバック・制

御

商品を

提供したい

空き時間に

働きたい

多様なニーズ

スペース

が欲しい

学び直し

をしたい

多様なニーズ

ライドシェア
(移動手段・配送)

スキルシェア(学び)

学生・市民

広い会場が

欲しい

効率的に

運びたい

事業者

設備・ものシェア部屋・空間シェア

新サービス創
出

勉強を

教えたい
席でご飯を

食べたい

データ連携基盤

人を中心としたデータの統合

ド

ア
交通・気象

マッチングマッチング

リアルタイムなデータ

収集

西尾信彦 研究室・村尾和哉 研究室・
木村朝子 研究室

「移動センシングと教室センシング」

山本寛 研究室
「SoSデータ連携PF開発」

岡田志麻 研究室・冨山宏之 研究室
「ロボ＆こころの距離モデリング 他」

後藤智 研究室
「VSNを用いた社会受容性測定ツール」

山田希研究室・稲葉光行研究室
「ガイドライン更新」

事業統括
徳田昭雄
荒川昭夫
上原哲太郎
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事業化の戦略・具体的取組

実施項
目

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

ガ イ ド ラ
イン外部
公開

ガ イ ド ラ
イン更新

テ ス ト
ベ ッド外
部提供

サービス
設計

外販・追
加サービ
ス設計

普及活
動・営業
活動



ビルOSや空間IDの取り組みとも連携しながら、様々な事業者が使いやすいデータ連携基盤として
都市OSやウラノス・エコシステムへの展開・相互運用性の確保を目指す

アウトカム達成に向けた具体的取組:今後の展開

16
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